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　調布「憲法ひろば」は５月31日午後、たづくり601～602会議室で第93回例会を開催。「ＮＨＫでいま起こっていること」をめぐって「放送を語る会」事務局長の小滝一志さん(写真右上)の話を聴きました。参加者46人。司会は丸山重威世話人(写真右下)、レポートは石川康子世話人が担当。


　　　　（編集部）





 ＮＨＫはなぜ国


 営放送と間違わ


 れるのか？


　税金のように受信料を取るということの他に、報道が政府の広報のようだということがある。例えば「特定秘密保護法」については、概略が発表される１カ月前まで全く報道しなかったし、反対世論の盛り上がった10～12月の間、クローズアップ現代もＮＨＫスペシャルも一度も取り上げなかった。夜９時のニュースのキャスターは法案についての政府の説明をそのまま読み上げ、「強行採決」や「反対」という言葉は注意深く避けられた。


 籾井会長の問題


 発言とその波紋


　最高の決定機関である「経営委員会」メンバーは首相が任命するので、安倍首相はここへ何人もの「お友達」を送り込んだ。


　その経営委員会で会長に選ばれた籾井氏の１月25日の記者会見で、とんでもない発言が続々と飛び出した。曰く「ＮＨＫのボルトとナットを締め直す」「（国際放送では）政府が右と言うものを左とは言えない」「淡々と総理は靖国神社に参拝しました、でピリオドでしょ」「（秘密保護法）通っちゃたものは仕方がない」「従軍慰安婦はどこの国にもあった」「（現場と会長の意見が食い違ったら）最終的には会長が決める」。その影響はすでに現場の萎縮に表れている。例えば３月８日山口市で７千人参加の上関原発反対大集会、16日には川内原発反対大集会があり、現地の全ての民放・新聞は報道したが、ＮＨＫは取材もしなかった。原発反対論を避ける傾向も出てきた。海外での信用も失墜しており、中国で博物館の取材を拒否されるなど、仕事がしにくくなったという現場の声がある。


 経営委員会内部と


 理事会からの批判


　籾井発言は明らかに放送法違反で、彼を選出した経営委員会内部でも問題視する厳しい発言が出ている。籾井氏は謝罪したが「（発言は）公共放送のトップとしての立場を軽んじたものであり、放送法に則り覚悟をもって経営してください」と浜田委員長が警告するという異例の事態となった。理事会の小野副会長も「深刻な事態。２日で３千件のクレームが来た。事態の収拾に責任をもてない」と発言。平成16年に、使い込みなどの不祥事で不払いが１２８万件に達したがこのようなことがまた起こるのではないかとの懸念を表明した。


 素早く大きい


 市民の反応


　籾井発言の翌日から様々な市民団体が抗議声明を出したりＮＨＫに抗議文を出している。籾井会長と、同じく問題発言を行った百田・長谷川経営委員の辞任要求署名は５月22日現在４万５５４６筆、６月８日に６度目の提出を行なう。署名は３氏辞任まで続ける。受信料支払い凍結、はがき、ファックス、メールによる辞任要求の運動にも積極的に参加してほしい。


 会場から


　ラジオの報道が政府よりだが、組合はどうしているのかとの質問に、小滝さんは、「日放労は変わった。かつては全国１３７万名の署名で会長を辞任に追い込んだこともあったが、今は辞任要求も出していない」と答えられた。不払い運動に参加したいが郵便局が自動振り込み中止に応じないという訴え、署名よりハガキなどで担当者に直接意見を伝えるほうが効果的ではないかという意見、ＮＨＫの放送内容が大衆迎合的になり、番組宣伝や再放送で時間つぶししているという不満等々、話は尽きなかった。


　　（石川康子・記）

















